
【【４】山地災害危険地区等における森林整備対策【農林水産省】 （１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

激甚化・頻発化する気象災害や南海トラフ地震等の巨大地震への対応に向け、森林整備保全事業計画の見直
し等を踏まえ、山地災害危険地区や重要なインフラ周辺等のうち特に緊要度の高いエリア等において、森林の防
災・保水機能を発揮させる再造林等の森林整備を行うとともに、林業・山村地域において、災害時に備えた特に
重要な林道の整備・強化を行う。また、流域治水対策等と連携しつつ、森林の防災・保水機能を発揮させる対策
を実施する。

KPI

※

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット
予算額（国費） 33,800 18,600 16,400 17,200 19,300 105,300

執行済額（国費） 31,554 17,343 15,302 173 64,373

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・①は、土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区の箇所数や森林整
備に要する時間・費用等を総合的に勘案し、対策着手率・対策完了率の５か年加
速化期間における目標及び中長期目標を設定。

・②は、代替路となる林道など災害に備えた特に重要な林道の数や林道の整備・強
化に要する時間・費用等を総合的に勘案し、対策着手率・対策完了率の５か年加
速化期間における目標及び中長期目標を設定。

・③は、国土保全など森林の有する公益的機能の発揮の観点から、全国森林計画を
もとに推計した今後５年間に育成単層林から育成複層林へ誘導すべき面積を着実
に誘導できた場合に達成される割合を目標値として設定。

・①及び②の着手率の目標については、経常予算のみでは令和20年度に達成見込
みのところ、５か年加速化対策により重点的に実施することで令和18年度に前倒し
で達成見込みの想定。

・今後、近年の山地災害の発生形態の変化等を踏まえた山地災害危険地区の見直
しや、気候変動に伴う豪雨災害のリスクが増大していること等を踏まえた対象箇所
の見直しが必要。

予算投入に
おける配慮
事項

・土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区等で実施する森林整備や、
災害時に代替路になる幹線林道の整備について、優先的に予算を投入。

地域条件等
を踏まえた
対応

・気候変動に伴う大雨の激化・頻発化により、これまで山地災害が比較的少なかった
北海道・東北地方などにおいても豪雨災害が発生するなど、全国各地で山地災害
が激甚化かつ同時多発的に発生する傾向であることを踏まえ、引き続き、山地災
害防止等の森林の公益的機能を発揮させるための森林整備やそれに必要な林道
整備を推進。

・令和６年能登半島地震において、孤立集落が多数発生し、代替路の重要性が改め
て確認されたことを踏まえ、引き続き、強靱で災害に強く代替路にもなる林道の整
備を推進。
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【農水】土石流等の山地災害等リスクが高い山地
災害危険地区（約13,600地区）の対策着手率（③）

補足
指標

％ 65（R2） 69 72 75
調
査
中

100
（R18）

80
（R7）

【農水】防災機能の強化に向けた排水施設の整備、
法面の保全等による特に重要な路線の整備・強
化着手率（④）

補足
指標

％ 50（R2） 59 62 66
調
査
中

100
（R18）

70
（R7）

５
か
年

【農水】土石流等の山地災害等リスクが高い山地
災害危険地区（約13,600地区）の実施率（①）

KPI ％ 65（R2） 69 72 75
調
査
中

-
80

（R7）

【農水】防災機能の強化に向けた排水施設の整備、
法面の保全等による特に重要な路線の整備・強
化実施率（②）

KPI ％ 50（R2） 59 62 66
調
査
中

-
70

（R7）

中
長
期

【農水】土石流等の山地災害等リスクが高い山地
災害危険地区（約13,600地区）の対策完了率（③）

補足
指標

％ 55（R2） 57 59 60
調
査
中

100
（R27）

63
（R7）

【農水】防災機能の強化に向けた排水施設の整備、
法面の保全等による特に重要な路線の整備・強
化完了率（④）

補足
指標

％ 50（R2） 52 55 59
調
査
中

100
（R27）

65
（R7）

アウト
カム

中
長
期

【農水】育成単層林のうち、育成複層林へ誘導し
た森林の割合（⑤）

補足
指標

％ 1.5（R5） ｰ ｰ 1.5
調
査
中

4.3
（R10）

ｰ

＜KPI・指標の定義＞
① （土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区における実施箇所数）／（土石流等の
山地災害等リスクが高い山地災害危険地区の箇所数）×100
② （災害時に備えた特に重要な林道の整備・強化の実施路線数）／（災害時に備えた特に重要な
林道の路線数）×100
③ （土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区における森林整備対策の着手（完了）
箇所数）／（土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区の箇所数）×100
④ （災害時に備えた特に重要な林道の整備・強化の着手（完了）路線数）／（災害時に備えた特に
重要な林道の路線数）×100
⑤ （育成複層林に誘導済みの森林面積）／（育成複層林に誘導することとされている育成単層林の
森林面積）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
土石流等のリスクが高い地域における森林の防災・保水機能を発揮させる間伐等の森林整備
や、特に重要な林道の整備・強化を重点的に実施することにより、ＫＰＩ・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・アウトプット指標については、森林整備対策の推進のほか、林道災害の発生状況等により、
指標の値が変化。

＜地域条件等＞

・我が国の森林は急峻な地形や脆弱な地質条件下にあり、豪雨
や地震等により全国で山地災害が発生。
・山地災害の規模・箇所は年間・地域間で大きなバラつき。
・３か年緊急対策、５か年加速化対策期間（平成30年以降）も、平
成30年７月豪雨や北海道胆振東部地震、令和元年東日本台風、
令和２年７月豪雨、令和６年能登半島地震・豪雨など、毎年のよ
うに激甚な山地災害が発生。

■都道府県別山地
災害発生状況 （平
成30年～令和６年）

■山地災害発生状況
（年別：箇所数・被害額）

地 脆 な地質条件 あ 豪

■都道府県別山地
災害発生状況 （平
成30年～令和６年）６

５か年加速化対策の予算額（累計）

K
P
I

達
成
率

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
資材費や人件費の高騰による事業費の増加を踏まえ、低コスト施業の推進等のコスト縮減
の取組を実施。
建設事業者の減少・高齢化等が進む中、地形等の条件が不利な山間奥地で安全かつ効
率的に事業を実施するため、ICT活用工事の導入を推進。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

山地災害等リスクが高い山地
災害危険地区の森林整備対策

令和20年度 令和18年度
山地災害危険地区など特に緊急性の高い
エリアの箇所数と、毎年度の平均的な事業
実施量及び予算規模より算定

排水施設の整備、法面の保全
等による特に重要な路線の整
備・強化

令和20年度 令和18年度
都道府県に聞き取った特に緊急的に対策
が必要な路線数と、毎年度の平均的な事
業実施料及び予算規模より算定

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
資材費や人件費の高騰により、事業費が増加。
建設事業体の全体数の減少が進み、かつ短時間豪雨の増加等により全国各地で多数の山
地災害等が発生している中で、災害復旧に事業が集中することにより、事業体の確保が難航。
計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト縮減等の工夫を継続する。

【４４】山地災害危険地区等における森林整備対策【農林水産省】 （２／４）

これまでKPI進捗率は順調に推移。資材費や人件費の高騰による事業費の増加など５か
年加速化対策の策定後に生じた新たな課題に対応することが可能となれば、目標達成は
可能の見込み。

②ICT施工による工期短縮等の取組事例（宮崎県）

林道の新設工事において、３次元設計データを活用し、マシンガイダンス（MG）バックホ
ウによる掘削や法面整形などのICT施工を実施。
建設機械周辺での作業の低減による現場の安全性向上のほか、従来よりも高精度・高
効率な施工が可能となった（従来：10日→ICT施工：２日）。

3次元設計データ活用3DMGﾊﾞｯｸﾎｳによる掘削状況

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、土石流等の山地災害等リスクが高い山地災害危険地区における森林
整備及び災害時に備えた特に重要な林道の整備の完了時期を２年前倒し。

①土石流等の山地災害等リ
スクが高い山地災害危険地
区（約13,600地区）の実施率

②防災機能の強化に向けた排水施設の
整備、法面の保全等による特に重要な
路線の整備・強化実施率

①低コスト施業によるコスト縮減の取組事例（大分県）

森林施業において、伐採から造林の一貫作業の実施や、植栽本数の見直し(3,000本
/ha→2,000～2,500本/haに低減)など、低コスト化の取組を実施。
植栽に要する事業費を約３割縮減(約103万円/ha→約76万円/ha)するとともに、作業効
率を向上(約14人工/ha→約9人工/ha)。

コンテナ苗による造林地
伐採に使用したグラップル

を活用した機械地拵え
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【出典】藤堂千景ほか （2015）：
間伐がスギの最大引き倒し抵抗モーメントにもた
らす影響．日本緑化工学会誌41(2)より作成

【４４】山地災害危険地区等における森林整備対策【農林水産省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

取組状況

５か年加速化対策等により実施している間伐や再造林等の森林整備や、これらの実施に必要な強靱で災害に強く代替路にもなる林道の開設・改良等の対策により、山地災
害防止や水源涵養等の森林の公益的機能の持続的な発揮につながり、豪雨災害等による林地の被害の拡大に貢献している。

14.7
12.6

2.8
1.4

0

5

10

15

○ 間伐により下層植生が繁茂することで、降雨に伴う
森林土壌の流出を抑制

m3/ha

○ 間伐により根が広がり、土砂崩れに対する抵抗力が増大

【出典】恩田裕一編（2008）： 人工林荒廃と水・土砂流出
の実態（土砂量は2006年6月～11月の6ヶ月間・総雨量
1,048mm）
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効果事例

５か年加速化対策等により、経常の対策とあわせ、
全国で森林整備を集中的に実施。

各水系の流域治水プロジェクトに森林整備を位置づけ、
森林の保水力向上のための森林整備を推進。

宮崎県児湯郡木城町 （九州森林管理局）

災害時に代替路となる林道については、地域防災計画
（※）に位置付け、他の道路と連携して整備を図るなど
の取組を推進。

※災害対策基本法に基づき地方自治体が作成する計画。

（のり面が不安定な林道） （林道の強靱化）

１級河川である小丸川上流域において、森林の有する土砂災害防止
機能等の維持向上を図るため、重点的な間伐を実施（令和4年度）

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

再造林実績（万ha） 3.4 3.3 3.5

（伐採後の再造林）

地域防災計画において代
替路等として位置付けら

れた林道の数

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

621 745 771

【【４】山地災害危険地区等における森林整備対策【農林水産省】 （４／４）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

4

近年、短時間強雨の増加等により、全国各地で山地災害が激甚化かつ同時多発的に発生
する傾向。令和５年も６月・７月の大雨等により、全国各地で甚大な山地災害等が発生。
また、令和６年能登半島地震において、道路が甚大な被害を受け、孤立集落が多数発生。

豪雨災害等による林地の被害の拡大を防ぐためには、山地災害防止や水源涵養等の森
林の公益的機能の発揮が重要であることから、引き続き、間伐や再造林の実施や、強靱で
災害に強く代替路にもなる幹線林道の整備を推進していく必要がある。 4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

徳島県三好郡東みよし町では、南海トラフ地震等の災害時に代替路となる路線において、舗装及び擁壁
の改良を実施（令和３年度）

( )

( )( )

( )
秋田県横手市では、山地災害危険地区に指定された森林において、倒木の危険性のある木や成
長の劣る木を中心に間伐を実施（令和４年度）

＜取組状況＞
重点的な間伐（約10ha）の実施により、水源涵養及び土砂流出防止機能等が高まることで、

流域全体における土砂災害の発生のリスク低減に寄与。令和６年７月25日からの大雨で、

本対策箇所では被害が発生しなかったが、近隣市町の森林では土砂崩れ等が発生。

仮に市街地に至る
県道が被災した場
合、本林道により
集落の孤立を防ぐ

ことが可能

集落が存在

R2年7月豪雨による48時間雨量は、
40地点で歴代１位を更新 （出典：気象庁HP）

全国１時間降水量50mm以上の年間発生回数
短時間大雨が増加（出典：気象庁HP）

（年）

＜取組状況＞
東みよし町は、南海トラフ地震の際には震度６弱が

想定され、山中を走る県道周辺の集落は土砂災害

警戒区域に指定。

林道三蔵窪線は町道水の丸幹線を介して県道と接

続しており、県道が被災した場合には代替路となる

見込み。

本対策において、劣化した舗装及び擁壁の改良を

実施し、地域の持続的な森林整備の推進のほか、

県道被災時の代替路としての機能の発揮にも貢献。

＜取組状況＞
被害木の整理及び植栽（0.72ha）の実施により、森林の持つ公益的機能の低下を防ぐととも

に、農地への二次被害の発生のリスク低減に寄与。

北海道当別町では、平成３０年台風２１号により風倒被害が発生した地域において、本対策にお
いて被害木の整理及び植栽を実施（令和４年度）
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【【６】港湾における津波対策【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

３か年緊急対策や最新の津波被害想定等を踏まえた、港湾における「粘り強い構造」を導入し
た防波堤の整備や、津波避難施設等の設置など、ハード・ソフトを組み合わせた津波対策に
より、人命・財産の被害を早期に防止・最小化する。

KPI

※

＜KPI・指標の定義＞
分母：津波対策を緊急的に行う必要のある港湾
分子：分母のうち、ハード・ソフトを組み合わせた津波対策を講じて、被害の抑制や港湾機能の維持、港湾労働者等の

安全性が確保された港湾

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
防波堤の粘り強い化や、津波避難タワーの整備、津波避難計画の作成等により津波発生時の被害の抑

制や港湾機能の維持、港湾労働者等の安全性が確保されることで、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
対策の推進のほか、整備中の防波堤が地震や台風で被災すると、指標の値が変化。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】津波対策を緊
急的に行う必要のある
港湾（約50港）におい
て、ハード・ソフトを組
み合わせた津波対策
を講じて、被害の抑制
や港湾機能の維持、
港湾労働者等の安全
性が確保された割合

KPI ％ 26（R2） 30 35 35 -
50

（R7）

中長期

【国交】全国の港湾
（932港）のうち、津波
対策（港湾計画等に基
づく第一線防波堤の整
備・粘り強い構造への
改良、津波避難施設
の整備）を緊急的に行
う必要のある港湾（46
港）の整備完了率

KPI ％
35(R5) - - 35

100
(R27)

-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・骨太の方針2020 において、３か年緊急対策後については、中長期的視点に立って
具体的KPI（数値）目標を掲げ計画的に取り組むとされており、港湾における津波
対策について、KPIを設定することとなった。

・各地方整備局等や港湾管理者において、5か年加速化対策閣議決定当時の港湾
計画や継続中の事業から、今後対策が必要な港湾のうち、実施状況や工事の調
整状況を踏まえて、5年間で対策が完了すると見込まれた港湾を計上し、「令和7年
度までに50%」と設定した。

・「第１次国土強靱化実施中期計画」の策定に際し、中長期の目標を再設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・社会資本整備重点計画等に定めた目標の確実な達成を図るため、各事業の必要
性・緊急性を総合的に勘案して予算投入を図る。

地域条件等
を踏まえた
対応

・激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、設計津波を超える大規模津波発生
時に、防波堤が倒壊することにより、津波の到達時間が早まり人命が失われる事
態や、津波浸水面積が拡大することにより被害が拡大する事態、静穏度が確保で
きず荷役が再開できない事態等を防止する観点から、過去の災害発生状況を踏ま
え、各地域における対策内容を検討。

＜地域条件等＞

1

■災害発生リスク
右図のような巨大
地震の発生に伴う、
津波災害の発生リ
スクが懸念されて
いる。

地形条件等が異な
るため、津波シミュ
レーション等の結
果を踏まえ、堤防
の高さ等に配慮し
た上で各地域にお
ける対策を推進。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 5,804 5,957 6,678 5,306 2,069 25,814

執行済額（国費） 5,803 5,957 5,939 738 18,437

（出典）地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震火山防災研究課）
活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧（2025年１月１日での算定）を元に作成
ＵＲＬ：https://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/ichiran.pdf

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。
一部の実施箇所では、地元調整の難航や災害による被災、現場着手後の条件変更等によ
り当初の想定より遅れが発生しているが、 ICT建機を活用した施工効率の向上を図ること
等により工期短縮の取組を実施。

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

津波対策を緊急的に行う必要
のある港湾におけるハード・ソフ
トを組み合わせた津波対策

令和32年度 令和28年度
毎年度の平均的な予算規模と今後対策が
必要な港湾数より算出。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

【６６】港湾における津波対策【国土交通省】 （２／４）

昨今の物価高や人件費の高騰のほか、事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想
定との違いによる事業費および工期の増加を踏まえ、引き続きコスト縮減や工期短縮の
工夫の継続が必要

「粘り強い構造」を導入した防波堤の整備等については、複数年の工期を経て完成する場
合が多いことから、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年
度のKPIの値に反映される。
各個別の対策箇所の状況を踏まえると、５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題
に対応することで目標達成は可能。

①コスト縮減取組事例
（岩手県久慈市久慈港）

①コスト縮減取組事例
（岩手県久慈市久慈港）

フローティングドック（FD） 海上打継場

ケーソンの海上打継場を整備することで、従来使用していたケーソン製作
用台船（フローティングドック（FD））の使用日数を削減することができ、FDの
運転や拘束等にかかる経費を削減。

本対策により完了時期を４年前倒し。
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左図番号 整備局 港湾
浸水低減想定効果
津波浸水面積

整備後/整備前（ha）
想定津波

R2d～R4dの
整備状況（m）

（R4d末概成延長/全延長）

① 東北地方整備局 久慈港 21ha/275ha 明治三陸津波 150m（2,856m/3,800m）

② 近畿地方整備局 湯浅広港 246ha/364ha
東海・東南海・南海3
連動地震津波

80m（850m/850m）

③ 四国地方整備局 高知港※1 125ha/209ha 南海トラフ地震津波 508m（1,479m/2,837m）

【【６】港湾における津波対策【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

【概要】
３か年緊急対策や最新の津波被害想定等を踏まえた、港湾における「粘り強い構造」を導入した防波堤の整備や、津波避難施設等の設置など、ハード・ソ

フトを組み合わせた津波対策により、人命・財産の被害を早期に防止・最小化する。

①久慈港
②湯浅広港

③高知港

津波対策における防波堤の整備状況と想定効果の例

「粘り強い構造」を導入した防波堤

天端【実施内容】
「粘り強い構造」を導入した防波堤の整備を実施。
港湾労働者等が安全に避難できるよう津波避難施設等を設置。

【整備効果】
設計津波を超える大規模津波発生時に、防波堤が倒壊すること
により、津波の到達時間が早まり人命が失われる事態や、津波
浸水面積が拡大することにより被害が拡大する事態、静穏度が
確保できず荷役が再開できない事態を防止する。

津波発生時に堤外地で活動する港湾労働者等全員の安全な避
難を可能とする。

津波避難タワー

津波避難施設の整備状況の例

④船川港

⑤清水港

⑥志布志港

※1 直轄事業のみ

左図番号 整備局 港湾 津波避難施設の高さ（m） 想定津波高さ（m） 避難可能人数（人）

④ 東北地方整備局 船川港 13.55～14.11m 10.75～11.11m 199人（現在84人）

⑤ 中部地方整備局 清水港 12.6m 6.0m 400人

⑥ 九州地方整備局 志布志港 10.5m 6.14m 900人

※ 高さについてはTPが基準。ただし志布志港の津波避難施設はDL、想定津波高さはHWLが基準

【【６】港湾における津波対策【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

○高知県の三里地区では、津波浸水被害の発生が懸念されているところ、防波堤を粘り強い構造へ補
強することにより、津波による人命・財産の被害の防止などを推進している。（海岸事業と共同事業で
あり、現在整備中。）

事業着手後に判明した地盤条件等の当初の想定との違いによる事業費及び工期の増加に対して、コスト縮減や工期短縮の工夫を継続しつつ、設計津波を超
える大規模津波発生時に防波堤が倒壊し、津波の到達時間が早まり被害が拡大する事態や、静穏度が確保できず荷役が再開できない事態を防止するととも
に、津波発生時に堤外地で活動する港湾労働者等全員の安全な避難が可能となるよう、引き続き、対策を推進し、令和７年度の目標達成を目指す。

＜高知港三里地区＞

高知港の背後状況及び津波浸水予想図

防波堤の粘り強い構造への補強(イメージ)

L1津波による浸水面積の低減

※海岸堤防・東第2防波堤は整備済と想定

Before：津波浸水被害の発生
〇津波襲来時に、防波堤港内側の基礎マウン

ドが洗掘されることで防波堤が倒壊する恐れ。
〇建物の倒壊を引き起こす深さ2m以上の浸水面積が

・堤内地で209ha発生。
・津波の到達が早い種崎地区では48ha発生。

After：防波堤を粘り強い構造へ補強することにより、
津波による被害を低減

〇防波堤港内側に石材の設置等を実施。
〇建物の倒壊を引き起こす深さ2m以上の浸水面積を

・ 堤 内 地 で 84ha 低 減 （ 約 4 割 減 少 ）
・ 津波 の到 達 が早 い種 崎 地区 で は 46ha 低減
（約9割減少）

○津波による防波堤の倒壊を防止することにより、水
域の静穏度を確保し、発災後における緊急物資の輸
送に寄与。
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